
※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計は一致しない。

計 246.5百万円 246.5百万円

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

高等学校卒業程度認定
試験業務庁費

140.5百万円 141.1百万円

庁費 14.2百万円 14.2百万円

1.7百万円 1.7百万円

情報処理業務庁費 7.4百万円 7.4百万円

委員等旅費 23.0百万円 22.9百万円

職員旅費

24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

諸謝金 59.8百万円 59.2百万円

費　目

(2) (2)

2 2

単位当たり
コスト

（7,694円／出願者1人） 算出根拠

単位あたりコスト＝
H23年度予算額(229百万円) ／ H23年度出願者数(29,763人)

　予算額は、H23年度予算額(249百万円)のうち、高等学校卒業程度
　認定試験の実施に係る部分
　（高卒認定試験費221,716千円及び電算システム維持費7,401千円）

22年度 23年度 24年度活動見込

実施回数

活動実績

（当初見込
み）

回
2 -

(2) (2)

活動指標 単位 21年度

執行率（％） 93.8% 98.0% 85.8%

執行額 242 249 214

254 249 247 247

0

247 247

0 0

0

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 258 254 249

23年度 24年度

繰越し等 0

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　高等学校卒業程度認定試験は、様々な理由により高校を卒業していない等、大学入学資格を有していない者に対し、高等学校
卒業者と同等以上の学力があるかどうかを認定する試験であり、合格者には大学入学資格が付与される。
　中学校卒業程度認定試験は、病気等やむを得ない事由により就学義務を猶予又は免除された者等に対して、中学校卒業と同
等以上の学力があるかどうかを認定する試験であり、合格者には高等学校入学資格が付与される。これらの試験は、高等教育又
は後期中等教育を受ける機会を得るためのセーフティネットとしての役割を担っている。

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度

計

0

補正予算 0 0

258

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

学校教育法第90条1項、第57条
学校教育法施行規則第150条5号、第95条4号
高等学校卒業程度認定試験規則
就学義務猶予免除者等の中学校卒業程度認定試験規則

関係する計画、
通知等

新成長戦略（平成22年6月18日閣議決定）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　高等学校卒業程度認定試験及び中学校卒業程度認定試験は、高等学校又は中学校を卒業していない者等の学習成果を適切
に評価し、広く高等教育又は後期中等教育を受ける機会を開くものであり、国民の誰もが生涯を通じて、自由に学習機会を選択し
て学ぶことができるものである。また、その成果が適切に評価される生涯学習社会の理念に沿った役割を担う。

事業開始・
終了(予定）年度 平成17年度～ 担当課室 生涯学習推進課

生涯学習推進課長
平林　正吉

会計区分 一般会計 施策名 Ⅰ－２  生涯を通じた学習機会の拡大

事業番号 0049
平成２４年行政事業レビューシート(文部科学省)

事業名 高等学校卒業程度認定試験等 担当部局庁 生涯学習政策局 作成責任者

都道府
県数

47

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）
47 47 -

(47) (47) (47) (47)
実施箇所数

活動実績

（当初見込
み）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

高等学校卒業程度認定試験出願者数
成果実績 人

達成度 ％

潜在的出願者数（高等学校中退者数と不登校
者数の合計）に対する出願者数の割合につい
て、平成21年度を100としたときの当該年度の指
数

21年度 22年度 23年度
目標値

（25年度）

―

33,461 31,902 29,763 ―

100 102

― ―

101 100以上

達成度 ％ 100% 102% 101%

成果実績 －



平成22年行政事業レビュー 平成23年行政事業レビュー

一
部
改
善

１．事業評価の観点：本事業は、中学校及び高等学校を卒業できなかった者等の学習成果を適切に評価し、広く中等教育及び高等
教育を受ける機会を与えることで、生涯学習社会の理念に沿った役割を担う事業であり、長期継続事業及び契約・執行手続きの観
点から検証を行った。

２．所見：本事業は中学校や高等学校を卒業していない者のセーフティネットとして重要な役割を担っているものであり、事業の必要
性は極めて高いものである。しかしながら、予算執行に当たっては、予算監視・効率化チームから指摘されたとおり、年度途中におい
て年度当初に定めた支出負担行為に関する計画とその実績に大きな乖離が生じていたことから、計画に基づいた適切な予算執行
に注意しながら、積算単価を再検証するなど、引き続きコスト削減に努めるべきである。また、競争性のない随意契約及び１者応札
となっている案件が見受けられることから、競争参加条件等のより一層の見直しを図るなど、契約の競争性、公平性、透明性を確保
すべきである。

関連する過去のレビューシートの事業番号

「高等学校卒業程度認定試験について」　http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shiken/

「高等学校卒業程度認定試験実施結果について」　http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/23/12/1314411.htm

「新成長戦略」　http://www.kantei.go.jp/jp/sinseichousenryaku/sinseichou01.pdf

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

縮
減

平成２４年度においては、これまで別々の業務として契約してきた試験問題等の印刷業務と試験問題等の梱包発送業務を一つの契
約することにより、情報管理の徹底及び更なる経費の節減を図った。また、平成２３年度における執行時期を踏まえた執行計画を年
度当初に策定することにより、計画と実績に乖離が出ないよう適切な執行に努めている。平成２５年度においても、予算監視・効率化
チームの所見や執行実績等を受け、入札公告の期間を長期化するなど競争性の確保や受験者数の見直しによる問題・解答用紙印
刷経費の縮減等を図ることで、概算要求に▲39百万円を反映した。

予算監視・効率化チームの所見

類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

　※類似事業名とその所管部局・府省名 －
―

点
検
結
果

　高等学校卒業程度認定試験の実施については、試験問題及び解答用紙の印刷に関する契約を、平成23年度から随意契約から一般競争
入札（政府調達）とすることにより競争性の確保及び経費の削減に努めており、予算に応じて適切な執行がなされている。
　今後は、これまで別契約であった試験問題等の印刷業務と梱包発送業務を一本化することにより、更なる経費の削減や事務作業量の負
担軽減を図るとともに、印刷業務と梱包発送業務の連携による情報管理の徹底を図るなど、より効率的かつ競争性の高い執行に努める必
要がある。
　また、高等学校卒業程度認定試験合格者の実態を把握するために追跡調査等を実施し、調査結果の分析を行うことにより、セーフティネッ
ト機能の充実を図ることや学習成果の適切な評価がなされるよう周知を行うなど制度の一層の充実に努める必要がある。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

　本事業は、高等学校を卒業していない者へ高等教育等
を受ける機会等を得るためのセーフティネットとしての役
割を担っており、実効性の高い事業である。また、高等学
校の中退者数に対する出願者数の割合を成果目標とし
た上で、毎年度当該目標に対する到達度評価を実施す
るなど、適切な事業実施に努めている。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。 　支出先の選定は、可能な限り一般競争入札により行っ
ており、選定の妥当性や競争性を確保するとともに単位
あたりコストの削減に努めている。
　なお、試験実施業務については、その業務の特殊性か
ら、都道府県への支出委任により行っている。各都道府
県からの経費の支出については、「支出委任経費の事
務処理要領」及び各都道府県の旅費や謝金等に関する
会計規定に則り、適正に処理されている。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。 　本事業は様々な理由により高等学校を卒業していない
者への高等教育を受ける機会等を得るためのセーフティ
ネットとしての機能を有する事業であり、地方や民間が個
別に行うものではなく、国が全面的に行う必要がある。
　また、円滑な事業の実施により適正な予算の執行が行
われている。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

― 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

00510022



※平成23年度実績を記入

※表示未満四捨五入の関係で、積み上げと合計は一致しない。

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

文部科学省
＜214百万円＞

［Ａ］ 47都道府県教育委員会
＜64百万円＞

【事業概要】
　高等学校又は中学校を卒業できなかった者等の学習成果を適切に評価し、広く
高等教育又は後期中等教育を受ける機会を開くため、高等学校卒業程度認定試
験及び中学校卒業程度認定試験を実施する。

高等学校卒業程度認定試験及び中学校卒業
程度認定試験監督事務

本省執行分
諸謝金　　　 　　26.6百万円
職員旅費　　　 　 0.8百万円
委員等旅費　　　 17.5百万円
庁費(特目含む)　105.1百万円
　　　　　　　　　　を含む

【支出委任】

[B]
(株)ＳＡＹ企画
 9百万円

高等学校卒業程
度認定試験出願
者不備連絡及び
受験票発送作業

【請負・競争入札】

[C]
新日鉄ｿﾘｭｰｼｮﾝ
ｽﾞ(株)
 8百万円

高等学校卒業程
度認定試験シス
テム支援業務及
びアプリケーショ
ン保守

【請負・随意契約】

[D]
新日鉄ｿﾘｭｰｼｮﾝ
ｽﾞ(株)
 5百万円

高等学校卒業程
度認定試験シス
テム用機器リー
ス・保守

【請負・随意契約】

[E]
明治大学
 4百万円

高等学校卒業程
度認定試験東京
会場の借り上げ

【請負・競争入札】

[F]
(株)アイネット
 4百万円

高等学校卒業程
度認定試験（第1
回）受験案内等印
刷

【請負・競争入札】

※［Ｂ］～［K］については全て庁費の執行

[G]
(株)アイネット
 4百万円

高等学校卒業程
度認定試験（第2
回）受験案内等印
刷

【請負・競争入札】

[H]
(株)朝日梱包
 4百万円

高等学校卒業程
度認定試験（第1
回）問題冊子・解
答用紙梱包発送

【請負・競争入札】

[I]
日経印刷(株)
 4百万円

中学校卒業程度
認定試験問題冊
子及び解答用紙
の印刷等一式

【請負・競争入札】

[J]
エクセル出版
サービス(株)
 4百万円

高等学校卒業程
度認定試験（第2
回）問題冊子・解
答用紙梱包発送

【請負・競争入札】

[K]
（株）ｱｲ･ﾃｨ･ﾌﾛﾝ
ﾃｨｱ
 2百万円

高等学校卒業程
度認定試験（第1
回）ﾏｰｸｼｰﾄ読み
取り業務

【請負・競争入札】



0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

計 4 計

印刷製本費 受験案内等の印刷等 4

F.　（株）アイネット

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

2計 4 計

使　途
金　額

(百万円）

会場借料
高等学校卒業程度認定試験東京会場
の借り上げ

4 雑役務費
高校卒業程度認定試験（第1回）のマークシート
読取等支援業務

2

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

計 5 計 4

E.　学校法人明治大学 K.　（株）アイ・ティ・フロンティア

高等学校卒業程度認定試験（第2回）問題冊子
等梱包発送

4雑役務費
高等学校卒業程度認定試験システム
用機器リース・保守

5 通信運搬費

D.　新日鉄ソリューションズ（株） J.　エクセル出版サービス（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 8 計 4

雑役務費
高等学校卒業程度認定試験システム
支援業務及びｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ保守

8 印刷製本費 中学校卒業程度認定試験問題冊子等の印刷 4

C.　新日鉄ソリューションズ（株） I.　日経印刷（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 9 計 4

雑役務費
高等学校卒業程度認定試験出願者不
備連絡及び受験票発送作業

9 通信運搬費
高等学校卒業程度認定試験（第1回）問題冊子
等梱包発送

4

B.　（株）ＳＡＹ企画 H.　（株）朝日梱包

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 6 計 4

諸謝金 試験監督者及び作業補助員謝金 3

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

会場借料 学校法人関西大学（第1回、第2回） 3 印刷製本費 受験案内等の印刷等 4

G.　（株）アイネット

使　途
金　額

(百万円）

A.　大阪府教育委員会



支出先上位１０者リスト
A.都道府県教育委員会 ※支出委任

Ｂ．（株）ＳＡＹ企画

C．新日鉄ソリューションズ（株）

D．新日鉄ソリューションズ（株）

Ｅ．学校法人明治大学

Ｆ．（株）アイネット

G．（株）アイネット

Ｈ．（株）朝日梱包

Ｉ．日経印刷（株）

Ｊ．エクセル出版サービス（株）

Ｋ．（株）アイティフロンティア

1 89.2%

入札者数 落札率

不落随契 98.2%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1 （株）アイティフロンティア 高校卒業程度認定試験（第1回）のマークシート読取等支援業務 2

1 エクセル出版サービス（株 高校卒業程度認定試験（第２回）の問題冊子等梱包発送 4

入札者数 落札率

1 日経印刷（株）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

中学校卒業程度認定試験問題冊子等印刷 4

不落随契 99.2%

入札者数 落札率

3 68.5%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1 （株）朝日梱包 高校卒業程度認定試験（第1回）の問題冊子等梱包発送 4

入札者数 落札率

1 （株）アイネット

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

高等学校卒業程度認定試験（第２回）受験案内印刷等 4

2 94.9%

入札者数 落札率

2 99.9%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1 （株）アイネット 高等学校卒業程度認定試験（第1回）受験案内印刷等 4

不落随契 98.2%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 学校法人明治大学 高等学校卒業程度認定試験東京会場の借り上げ 4

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率支　出　先 業　務　概　要

試験会場の借り上げ、試験監督及び監督補助業務等 2 - -

9 宮城県教育委員会 試験会場の借り上げ、試験監督及び監督補助業務等 2 - -

10 奈良県教育委員会

8 千葉県教育委員会 試験会場の借り上げ、試験監督及び監督補助業務等 2

- -

7 福岡県教育委員会 試験会場の借り上げ、試験監督及び監督補助業務等 2

- -

- -

- -

6 愛媛県教育委員会

5 北海道教育委員会 試験会場の借り上げ、試験監督及び監督補助業務等 3

試験会場の借り上げ、試験監督及び監督補助業務等 2

4 愛知県教育委員会 試験会場の借り上げ、試験監督及び監督補助業務等 4

- -

3 神奈川県教育委員会 試験会場の借り上げ、試験監督及び監督補助業務等 5

- -

- -

- -

2 兵庫県教育委員会

1 大阪府教育委員会 試験会場の借り上げ、試験監督及び監督補助業務等 6

試験会場の借り上げ、試験監督及び監督補助業務等 5

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

入札者数 落札率業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

8

2 57.4%1 （株）ＳＡＹ企画 高等学校卒業程度認定試験出願者不備連絡及び受験票発送作業 9

落札率

入札者数 落札率

1 新日鉄ソリューションズ(株

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

高等学校卒業程度認定試験システム支援業務及びｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ保守

5

1 86.5%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

随意契約 -

入札者数

1 新日鉄ソリューションズ(株高等学校卒業程度認定試験システム用機器リース・保守

支　出　先
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